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広島県地球温暖化防止地域計画（改定版）（改定版）広島県地球温暖化防止地域計画（改定版）
令和５（2023）年度～令和12（2030）年度

ネット・ゼロカーボン社会の実現に向け，
2030年度までの温室効果ガス削減目標を

引き上げ，取組を強化します！

2030年以降を見据えた，広島型カーボンサイクル※構築に向けた
取組の推進等についても充実強化して取り組んでいきます！

【県の主な取組】
第3次第3次第3次

概要版

CO2CO2CO2CO2

カーボンリサイクル

●再エネ施設に係る望ましい立地の考え方の明確化
●太陽光のエネルギー利用の促進
　・工場や家庭における自家消費型太陽光
　 発電の導入の促進
●小水力のエネルギー利用の促進

●広島型カーボンサイクルの推進
　・カーボンリサイクル技術の研究開発等支援
　・ブルーカーボンに係る取組の検討
●森林の経営管理の推進

●ひろしま気候変動適応センターにおける情報収集，
　分析，提供等
●取り組むべき優先順位が高い項目（農業，自然生態系，自然災　
　害・沿岸域，健康，県民生活・都市生活）に係る適応策の推進

●環境配慮の仕組みづくりの促進
　・環境保全団体等と連携した地域における温暖化防止
　 取組や，事業者等の環境経営やSDGsに係る取組の促進
●低炭素型まちづくりの推進
●環境学習，教育，研究，開発の推進
　・学校，職場における環境学習や研究の推進
　・環境・エネルギー分野のイノベーション環境の整備

ブルーカーボングリーンカーボン

森林吸収源
対策
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※広島型カーボンサイクル
　二酸化炭素を炭素資源と捉え，広島県の強みを生かしながら，生産活動における再利用や，海洋中で二酸化炭素に分解される海洋生分解
　性プラスチック等の普及促進などにより，海洋を含む地球上において，炭素を循環させる仕組み。

再生可能エネルギーの導入促進

カーボンサイクルの推進

気候変動を見据えた適応策

基盤づくりの促進
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【広島県の温室効果ガス（CO2）排出の現状について】

【主要部門における排出内訳について】

【県の主な取組】

【有効な対策】

〔産業部門〕

出典：環境省「令和３年度家庭部門のCO2排出実態調査事業委託業務報告書」から加工

【ネット・ゼロカーボン社会の実現に向けた目標見直しイメージ】

令和12（2030）年度における広島県の温室効果ガス排出量を
平成25（2013）年度比39.4％以上削減します！（吸収量を含む）

広島県は全国に比べ，産業部門の排出割合が高くなっています。

〔民生（業務）部門〕 〔運輸部門〕 〔民生（家庭）部門〕

削減目標

H30
全国

 114,552万トン 
産業
47.2％

民生（業務）
17.3％

民生（家庭）
14.5％

運輸
18.4％

廃棄物 2.7％

H30
広島県

 5,231万トン 
産業
73.9％

廃棄物 0.8％
民生（業務）
5.5％民生（家庭）

8.4％

運輸
11.2％

全国
製造業における
電力消費内訳

生産設備
83％

一般設備
（空調・照明）

17％

全国
車両からの
CO2排出量
内訳 

旅客・
マイカー
35％貨物

自動車
43％

旅客・社用車等
19％

全国
オフィスビル

（夏期の17時頃）
の電力消費
内訳

空調
48.6％

パソコン
6.6％

照明
23.1％

複合機
7.3％

エレベーター等
7.3％

その他 7％

全国
家庭における
電力消費内訳

エアコン
15％

冷蔵庫
14％

照明
14％

テレビ
9％

加熱・冷却
12％

その他
28％

情報機器
8％

〔産業部門・民生（業務）部門〕
●二酸化炭素の排出抑制につながる技術・設備の導入促進
 　・中小企業に対する省エネルギー普及啓発・導入支援
●業界団体等との情報交換による課題の把握，取組の検討

〔運輸部門〕
●次世代自動車の導入促進
●港湾などにおけるカーボンニュートラル化
　検討との連携

〔民生（家庭）部門〕
●省エネタイプの家電設備等の導入促進
●スマートハウスなど省エネ住宅の普及促進
●脱炭素型ライフスタイルへの転換を促すための情報発信
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《R12(2030)年度目標》（見直し後）
H25比▲39.4％減（3,574万t-CO2）
（吸収量を含む）

《H25(2013)年度実績》
　5,903万t-CO2

《R12(2030)年度目標》（見直し前）
  H25比▲22％減(4,600万t-CO2)

現在の技術を
最大限に活用

技術革新を
取り入れた取組

　 CO2再利用・
吸収源等の拡大

製造業からの排出が9割以上を占めてい
ます。製造業における電力消費の割合は
生産設備由来が多くなっています。

電気使用による排出が8割程度を占めて
います。そのうち，空調や照明が多くを占
めています。

自動車からの排出が8割程度を占めてい
ます。そのうち，貨物自動車やマイカーな
どからの排出が多くを占めています。

電気使用による排出が8割程度を占めて
います。そのうち，エアコン，冷蔵庫や照
明が多くを占めています。

・省エネルギー生産設備への更新
・再生可能エネルギーの活用
・生産設備の運用改善　　　など

・省エネルギーの空調や照明への更新
・再生可能エネルギーの活用
・クールビズ・ウォームビズ　　　など

・技術の進展を踏まえた計画的
な次世代自動車の活用・更新
・物流の効率化　など

・EVカーシェアリングなどに
　よる次世代自動車の活用・
　更新
・エコドライブ　など

・省エネ家電への更新
・住宅の断熱化
・うちエコ診断による「見える化」
・クールビズ・ウォームビズ　　など

旅客・バス等
4％

出典：環境省「温室効果ガス排出量・吸収量算定結果」から加工出典：経済産業省「夏季の省エネ・節電メニュー」出典：経済産業省「夏季の省エネ・節電メニュー」

老朽化した機器 新しい高効率機器

支援制度

省エネルギー対策等の推進
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